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事業CD 款 目 事業名
担当課

（令和７年度
担当課）

94 1 701601 総務費 企画費 安土コミュニティエリア整備事業 安土コミュニティエリア整備推進室

102 2 702101 総務費 交通安全対策費 交通安全対策施設整備事業 土木課
134 3 073101 ⺠⽣費 児童福祉総務費 児童遊園地維持管理事業 都市計画課
172 4 075301 商工費 観光費 自然公園施設維持管理事業 都市計画課
174 5 430101 土木費 土木総務費 建築指導関係事業 建築課
174 6 430201 土木費 土木総務費 建築管理事業 建築課
174 7 430301 土木費 土木総務費 開発管理事業 土木課
174 8 430401 土木費 土木総務費 開発指導事業 都市計画課
174 9 431101 土木費 土木総務費 地籍調査事業 土木課
174 10 431202 土木費 土木総務費 空家等対策事業 住宅施策推進室
176 11 431301 土木費 土木総務費 空家等対策推進事業 住宅施策推進室
176 12 440101 土木費 道路橋りょう総務費 管理事務事業 土木課
176 13 440201 土木費 道路橋りょう総務費 国・県道路事業推進事務事業 国・県事業推進室
176 14 440301 土木費 道路橋りょう総務費 土木事務事業 土木課
176 15 441101 土木費 道路橋りょう維持費 市道維持補修事業 土木課
178 16 441201 土木費 道路橋りょう維持費 施設維持補修事業 土木課
178 17 750104 土木費 道路橋りょう新設改良費 通学路特化計画推進事業 土木課
178 18 750106 土木費 道路橋りょう新設改良費 地域住⺠連携型交通安全対策整備事業 土木課
178 19 750107 土木費 道路橋りょう新設改良費 踏切道改良事業 土木課
178 20 750301 土木費 道路橋りょう新設改良費 道路・照明灯⻑寿命化修繕事業 土木課
178 21 750302 土木費 道路橋りょう新設改良費 橋梁・トンネル⻑寿命化修繕事業 土木課
178 22 751101 土木費 道路橋りょう新設改良費 単独市道改良事業 土木課
178 23 751501 土木費 道路橋りょう新設改良費 竹町都市公園アクセス道路整備事業 都市計画課
178 24 751601 土木費 道路橋りょう新設改良費 県施行道路整備事業負担金 国・県事業推進室
180 25 450101 土木費 河川総務費 河川事務事業 土木課
180 26 450201 土木費 河川総務費 国・県河川事業推進事務事業 国・県事業推進室
180 27 451101 土木費 河川総務費 河川管理事業 土木課
180 28 752101 土木費 河川改良費 河川改良整備事業 土木課
180 29 752301 土木費 河川改良費 日野川改修事業 国・県事業推進室
180 30 752401 土木費 河川改良費 県施行急傾斜地崩壊対策事業負担金 国・県事業推進室
180 31 460101 土木費 都市計画総務費 都市計画事務事業 都市計画課
182 32 461101 土木費 都市計画総務費 風景づくり推進事業 都市計画課
182 33 076101 土木費 公園費 都市公園維持管理事業 都市計画課
182 34 754601 土木費 公園費 都市公園施設⻑寿命化整備事業 都市計画課
182 35 076301 土木費 住宅総務費 住宅施設維持管理事業 市営住宅課
182 36 076302 土木費 住宅総務費 改良住宅維持管理事業 市営住宅課
184 37 470101 土木費 住宅総務費 住宅管理事務事業 市営住宅課
184 38 471101 土木費 住宅総務費 ⺠間建築物耐震対策事業 建築課
184 39 755102 土木費 住宅総務費 市営住宅ストック総合改善事業 市営住宅課
184 40 470201 土木費 住宅地区改良事業費 住宅新築資金等貸付事業 市営住宅課
184 41 470301 土木費 住宅地区改良事業費 改良住宅譲渡推進事業 市営住宅課
186 42 960123 土木費 住宅地区改良事業費 改良住宅基金積立金 市営住宅課

令和６年度主要な施策の成果に関する説明書「インデックス」 



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 01

目 07

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無
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※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

10,250

決算額(千円) 8,834

（前年決算

事業CD 702101
事業名 交通安全対策施設整備事業

所管課 土木課

会計 一般会計 決算書頁 102

　通学路等の交通安全対策について、多く要望されるグリーンベルト、交差点内のクロスマーク及
び注意喚起の路面標示などが、交通安全対策特別交付金の充当対象とならないことから、一般財
源を充てている現状です。また、特別交付金額が年々減少しており、進捗に遅れが生じています。
新たな交付金や補助メニューの活用において、国の動向を注視し、財政負担の軽減を図ります。

2

交通事故の発生を防止するこ
とを目的とし、交通安全対策
特別交付金を活用して交通安
全施設の整備を行う。

一般会計 決算書頁 94 資料

総務費

総務管理費 　コミュニティエリア事業用地において県知事より、土地収用法第20条に基づく事業認定が下りた
ので、用地取得に向け、土地売買契約を締結し、年内に土地の引き渡しを完了しました。
　また、公募型プロポーザル方式により設計業者を選定し、土地利用設計及び建築設計に着手す
ることで、建物の最終配置計画が決定しました。また、建物基礎周辺の地質調査の追加実施及び
エリア北側農道に布設している農水管（L=122.4m）の移設工事を行いました。
　なお、進捗状況については、適宜、整備検討通信を発行し、市広報と併せて学区内に配布するこ
とで情報発信に努めました。

企画費

予算額(千円) 284,180

事業CD 701601
事業名 安土コミュニティエリア整備事業

所管課 安土コミュニティエリア整備推進室

会計

各種整備業務（工事請負及び委託） 2 4 件

＜事業概要＞ 土地の購入 - 46,896 ㎡

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

決算額(千円) 283,473

（前年決算 21,375

国庫支出金

小学校・地域防災センター（コ
ミュニティセンター、消防分団
詰所）・こどもの家（放課後児
童クラブ）を安土コミュニティエ
リアとして一体的・複合的な整
備に取り組み、防災に強いま
ちづくりを進めました。

整備検討通信の発行 3 1 回

 

　今後、実施設計、造成工事、建築工事に着手し、令和９年１２月の竣工を目標としています。

1

＜事業概要＞

令和5年度 令和6年度 単位

カーブミラー、ガードパイプ及び区画線等の設置・更新 4 3 事業

9,655

国庫支出金

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

総務費

総務管理費 　交通事故発生箇所及び自治会要望箇所等の安全対策について、県公安委員会と市交通政策
課、自治会等と現場検証を行い、カーブミラー、ガードパイプ及び区画線等の新設・更新を行いまし
た。交通安全対策費

予算額(千円)



有

款 03 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 073101
事業名 児童遊園地維持管理事業

所管課 都市計画課

会計

令和5年度 令和6年度 単位

不良遊具撤去 10 7 基

4,250

国庫支出金

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

民生費

児童福祉費 　市内には２３２箇所（令和７年３月３１日現在）の児童遊園があり、地域の身近な公園として地元
自治会と協働のもと維持管理を行いました。草刈り、枝の剪定、清掃などの日常の維持管理、ペン
キ塗りやボルトの締め直しなどの簡易な遊具の点検・修繕は地元自治会で行っていただき、地元
自治会で対応が困難な高木の剪定、伐採、専門的な遊具の点検、遊具の部品の欠損など緊急性
が高い修繕や不良遊具の撤去などは、市が実施し、誰もが利用しやすい安全な児童遊園の維持
管理に努めました。
　令和６年度は、遊具定期点検の結果、使用不可と判定された不良遊具のある自治会（２９自治
会）に対し、遊具の使用禁止等の対応を依頼するとともに、要望のあった７基（７公園）の不良遊具
の撤去を実施しました。

児童福祉総務費

予算額(千円) 5,142

決算額(千円) 4,916

（前年決算

一般会計 決算書頁 134

　少子高齢化社会や人口減少などの社会構造の変化や情報化社会の進展などの時代の変化に
伴い公園（児童遊園）のニーズも変化してきています。児童遊園の管理については、引き続き、地
域の身近な公共空間として地元自治会等と市が協働のもと維持管理を行っていきますが、今後も
地域の実情に合わせた支援策の検討をします。

3

事業CD 073101 事業名 児童遊園地維持管理事業 所管課 都市計画課

＜事業概要＞ 塗装用ペンキの貸し出し 1 0 件

市と市民が協働して児童遊園
施設の点検・修繕等の維持管
理を行いました。

No. 児童遊園名 撤去遊具 基数
1 十七南遊園地 滑り台 1
2 十七北遊園地 滑り台 1
3 上十六⻄遊園地 ジャングルハングリング 1
4 池田本町（虹の町）児童遊園 滑り台付ジャングルジム 1
5 中小森町（中菅原）児童遊園 ２連ブランコ 1
6 大森町児童遊園 ２連ブランコ 1
7 末広町児童遊園 滑り台（砂場枠含む） 1

7合計

令和６年度不良遊具撤去実績



有

款 07 ＜成果・実績＞

項 01

目 03

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

3,479

国庫支出金

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

商工費

商工費 　市内には県指定の自然公園（湖岸緑地岡山園地、湖岸緑地西之湖園地、長命寺周遊基地）が３
箇所あり、県が管理主体であるが、県からの業務委託を受け、市が地元自治会の協力を得なが
ら、草刈り、清掃作業などの日常の維持管理を行いました。観光費

予算額(千円) 3,482

決算額(千円) 3,480

（前年決算

事業CD 075301
事業名 自然公園施設維持管理事業

所管課 都市計画課

会計 一般会計 決算書頁 172

＜事業概要＞ 草刈・草引（岡山園地・西之湖園地・長命寺周遊基地） 9 9 回

優れた風景地である県指定
の自然公園の保護活動と公
園利用者の自然とのふれあ
いを増進するため、県からの
業務委託を受け自然公園の
維持管理を行いました。

トイレ・休憩所清掃（長命寺周遊基地） 85 85 回

令和5年度 令和6年度 単位

園地清掃（岡山園地・西之湖園地・長命寺周遊基地） 23 23 回

　県からの業務委託を受け、地元自治会に草刈り、清掃などの維持管理の再委託を行っている
が、県の管理委託費の状況が非常に厳しく、予算確保に苦慮しています。とりわけ湖岸緑地岡山
園地の受託範囲外のエリアについては、維持管理が徹底されるよう、地元自治会とともに管理者で
ある県に、より一層働きかけを続けていきたい。

4

事業CD 075301 事業名 自然公園施設維持管理事業 所管課 都市計画課

No. 自然公園名 管理業務内容
園地清掃 23,900㎡ 12回
草刈・草引 10,300㎡ 3回
電気料金・水道料金 1式
園地清掃 3,000㎡ 6回
草刈・草引 2,650㎡ 3回
園地清掃 3,280㎡ 5回
休憩所清掃 1箇所 85回
草刈・草引 2,788㎡ 3回
トイレ清掃 1棟 85回
トイレ清掃・浄化槽保守点検 1棟 1式
電気料金・水道料金 1式

4 ⻑命寺公衆トイレ 1式

令和６年度自然公園施設管理実績
数量

トイレ維持管理（無償貸付）

湖岸緑地岡山園地

湖岸緑地⻄之湖園地

⻑命寺周遊基地

1

2

3



無

款 08 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 08 ＜成果・実績＞
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目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 430101
事業名 建築指導関係事業

所管課 建築課

会計 一般会計 決算書頁 174

令和5年度 令和6年度 単位

建築審査業務等に関する会議・研修会の参加 4 2 回

5,598

国庫支出金

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

土木費

土木管理費 【主な法的審査等業務】
・建築確認　　8　件　・計画通知　　9　件　・検査等　　27　　件　・建築許可等　　6　　件　　・長期優
良住宅認定　　185　　件　・低炭素建築物・性能向上計画認定　　4　件　　・建築物省エネ法届出
20　　件
①建築審査業務等に関する会議・研修会へ参加し技術の向上を図りました。
・建築構造審査研修/建築物省エネ法に係る研修会
②建築審査会を開催し建築基準法の施行に関する重要事項を報告・諮問しました。
・建築基準法第３条第1項第３号の指定にかかる保存建築物の登録について/建築基準法第48条
第3項の規定に基づく許可に係る同意について/建築基準法第56条の2第1項の規定に基づく許可
に係る同意について

土木総務費

予算額(千円) 5,317

決算額(千円) 5,163

（前年決算

・建築関係手続の効率化に向け、国が推進する各種申請や届出に関する電子申請手続きの手法
等について県内の特定行政庁と連携を図りながら導入の検討を進める必要があります。
・窓口業務の効率化に向け、建築計画概要書の自動発行システムの導入を検討する必要がありま
す。
・法改正によりさらに建築確認や省エネ法の審査内容が高度化しているため、職員の審査能力の
向上が必要となります。5

事業CD 430201
事業名 建築管理事業

所管課 建築課

会計

＜事業概要＞ 建築審査会の開催 2 2 回

住民の生命、健康及び財産
の保護や公共の福祉の増
進、エネルギー性能向上のた
め、建築基準法をはじめ建築
物を取り巻く各種法令に基づ
く審査や指導を実施しました。

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

決算額(千円) 1,694

（前年決算 852

国庫支出金

一般会計 決算書頁 174 資料

土木費

土木管理費 ①施設所管課と共に設計・工事監理等の業務に取り組みました。
・設計（委託）業務　9件　　安土コミュニティエリア整備設計（地域防災センター、こどのの家）/近江
八幡駅南口・北口トイレ改修工事設計/中村児童公園施設改築工事設計/など
・工事監理業務　12件　　文化会館改修工事/新庁舎整備工事/公私連携幼保連携型認定こども園
改修工事/安土文芸の郷公園トイレ改修工事/など

②既存公共施設の建築物について、建築基準法第12条に基づく定期点検を委託発注し、施設所
管課と共に報告書の確認を行い、施設の状況を把握しました。

③県内の営繕業務担当者との情報交換、視察研修等により、業務に必要な情報及び知識の取得
に努めました。

土木総務費

予算額(千円) 1,724

市所有の公共施設について、
より安全に、より快適に、より
長く利用可能な施設とするた
め、営繕業務を施設所管課と
連携して実施しました。

県内の営繕業務担当者による分科会・研修等 2 2 回

新庁舎整備をはじめとする大型事業が続いており、事業量も増加していることから、これまで以上
に施設所管課、関係課との連携や工事内容等のチェック体制を強化し、効率的な事業の取り組み
を行います。
また、施設の老朽化が進行するなか、施設の維持管理が不十分な施設が多いことから、長寿命化
計画を踏まえた施設マネジメントを考慮したうえ、施設所管課に対し、施設管理に対する意識向上
に取り組みます。6

新築・改修・解体工事等に係る設計・工事監理等 28 21 件

＜事業概要＞ 建築基準法に基づく市有建築物の定期点検 41 32 施設
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①

②
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＜課題、今後の取り組み＞

市内における開発行為に関
する許可及び承認等により、
良質かつ安全な住環境の形
成や適正な財産の確保の実
現に向けて指導を行いまし
た。

立地適正化計画及び都市計画マスタープランとの整合を図りながら都市計画的な判断の下、適正
な審査・指導を引続き行う必要があります。熟度の高い知識、経験を必要とすることから、外部研
修やOJTを利用した職員の育成を継続して図ります。業務効率化のための業務の見直しを図り、
申請業務の電子化を進めます。令和7年4月より盛土規制法一部事務移譲され、審査をはじめとす
る事務の整理が必要です。
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決算額(千円) 2,291

（前年決算 1,918

国庫支出金

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

都市計画法等に伴う許可業務 264 267 件

＜事業概要＞ 開発許可データ更新業務 1,320 1,408 千円

土木総務費

予算額(千円) 2,300

一般会計 決算書頁 174 資料

土木費

土木管理費 　道路法等に関する審査・許認可事務については、適切な指導により良好な住環境の形成と保持
に努めました。
　また、行政財産の適正な管理を行うため、官民境界確定に関する事務、公共用財産の用途廃止
に関する事務、嘱託登記に関する事務を行うと共に、道路台帳システムの更新を行いました。

土木総務費

予算額(千円) 7,558

事業CD 430301
事業名 開発管理事業

所管課 土木課

会計

登記業務に係る登記嘱託事務員の雇用 1 1 人

＜事業概要＞ 道路台帳の保守・更新に係る業務委託 4,994 3,241 千円

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

決算額(千円) 7,428

（前年決算 14,355

国庫支出金

　市内における公共施設・行
政財産の管理等を行い、良質
かつ安全な生活環境の形成
や、適正な財産の確保を図
る。

官民境界確定に関する事務 86 102 件

　許認可業務については、関係各課との調整が必要不可欠であるため、連携をより密にし適切な
指導と処理期間の短縮を図ることが必要です。
　また、電子決裁システムを有効活用し、事務の効率化を図ります。

7

事業CD 430401
事業名 開発指導事業

所管課 都市計画課

会計 一般会計 決算書頁 174 資料

土木費

土木管理費 　都市計画法等に関する許認可業務については、地区計画を含め適切な審査、指導により良好な
住環境の形成と保持に努めました。　職員の開発に伴う知識・技能の向上を図るため、全国建設研
修センター主催のWEB開催による研修に参加すると共に、OJTなどを利用して審査技術の向上に
努めました。　開発許可データ更新業務では、GISシステムを利用した開発データ検索システム（統
合GIS）に令和５年度後半から令和６年度前半の新規開発データを追加するための委託発注を行
いました。
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事業CD 430401 事業名 開発指導事業 所管課 都市計画課

事業CD 431101
事業名 地籍調査事業

所管課 土木課

会計 一般会計 決算書頁 174

令和5年度 令和6年度 単位

地籍調査測量業務の委託 2,662 605 千円

5,040

国庫支出金 1/2

県支出金   1/4 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

土木費

土木管理費 　馬淵町七津屋地区における地籍調査は、令和４年度より取組を開始し、６年度には測量業務委
託にて地籍図及び地籍簿を作成し、閲覧業務を実施しました。
　また、昨年度に引き続き地籍調査にかかる嘱託職員を採用するとともに、研修等による知識向上
を図り、県協議会への参加や近畿ブロックにおける会議などにも出席することにより、当該事業を
適切に実施しました。

土木総務費

予算額(千円) 3,590

決算額(千円) 3,270

（前年決算

＜事業概要＞ 研修会・県協議会等への参加 4 3 回

　国土の実態を正確に把握す
ることで、隣地との境界紛争
の防止や土地取引の円滑
化、行政の効率化等を図る。

地籍調査業務に係る調査員の雇用 1 1 人

　地籍調査は、測量・公図・分合筆・登記等の解釈を始め専門的な知識・経験が必要であり、１つの
地区の調査に３～５年を要することから、専門職員としてのノウハウの継承だけでなく、複数職員に
よる長期にわたる業務体制が必要です。
　また、次年度以降における、事業を継続的に推進するための新規事業着手候補地区への事業説
明に取り組みます。

9
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838

国庫支出金

県支出金   

資料

土木費

土木管理費 ・平成28年から空家対策に取組み、その間に管理不全の状態で周辺の生活環境に影響を及ぼし
ている状態のため苦情等が寄せられた空家等は、令和6年度末で累計162件となりました。この内、
所有者等の所在が確知できた空家については適切に管理されるよう通知や面談に取組み、令和6
年度末時点で106件の空家について問題が解決し、一部対策に取組まれた空家が10件となってい
ます。
・空家所有者等への啓発を目的とした情報誌を作成し、おくやみ手続きの際等に相続人の方へ本
情報誌をお渡しし、適切な管理や利活用を促しています。その他、固定資産税通知書等への啓発
チラシ同封、「くらしの手続きガイド」「おくやみハンドブック」「死亡届に伴う手続きのご案内」への空
き家対策項目の追記、広報紙への空き家特集記事掲載等の周知・啓発活動を行いました。

土木総務費

予算額(千円)

事業名 空家等対策事業
所管課 住宅施策推進室

会計 一般会計 決算書頁 174

2,870

決算額(千円) 2,700

（前年決算

事業CD 431202

空家所有者等への啓発を目的とした情報誌の発行 1,500 部

・老朽化が進行した空き家への対応だけでなく、管理不全の空き家の発生を未然に防ぐため、現在
行っている啓発に加えて、今後の空き家対策検討を目的とした市内の空家調査の実施、および地
域おこし協力隊による空き家相談の受け入れ態勢・仕組みの構築等、対応の強化を図ります。

10

＜事業概要＞ 空家管理システム等保守管理業務委託 1 1 件

市内の空家の実態を把握し、
市民の生命・身体・財産の保
護、生活環境の保全のため
管理不全の空家等に関する
対策を実施しました。

空家所有者等の所在調査及び依頼・通知書等の送付 106 189 回

事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

38

国庫支出金

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

土木費

土木管理費 ・近江八幡市空家等対策審議会を開催し、特定空家判定案件１件、および管理不全空家判定案件
１件について審議を行い、判定案が承認されました。また、既存の特定空家に関する対応経過並
びに空家バンクの現状、令和６年度における空家対策の具体的な取り組みについて報告し、全て
委員の了承を得ました。

土木総務費

予算額(千円) 29

決算額(千円) 27

（前年決算

事業CD 431301
事業名 空家等対策推進事業

所管課 住宅施策推進室

会計 一般会計 決算書頁 176

＜事業概要＞

特定空家等に対する措置そ
の他空家等に関する対策に
ついて、近江八幡市空家等対
策審議会を開催し、必要な事
項を審議しました。

令和5年度 令和6年度 単位

近江八幡市空家等対策審議会の開催 1 1 回

令和9年度に空き家等対策計画の見直しを予定しており、より専門的な知見を取り入れ、施策の推
進を図ることが必要です。このため、より専門的な知識と経験を持つ委員の委嘱、およびこれまで
の年1回の開催回数を年2回とし、施策推進を図ります。

11
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決算額(千円) 35,915

（前年決算 36,516

国庫支出金

一般会計 決算書頁 176 資料

土木費

道路橋りょう費 　JR3駅（篠原駅、近江八幡駅、安土駅）のエレベータ、エスカレータについては専門業者に委託し
て定期点検を行い安全管理に努めました。また、日常の安全管理は鉄道事業者と連携しながら実
施しました。道路橋りょう総務費

予算額(千円) 37,764

事業CD 440101
事業名 管理事務事業

所管課 土木課

会計

道路照明灯等及び、ＪＲ近江
八幡駅、ＪＲ篠原駅及びＪＲ安
土駅の自由通路等の適切な
維持管理を行う。

　引き続き、迅速かつ適切な事務手続きに努めます。

12

一般会計 決算書頁 176 資料

土木費

道路橋りょう費 　沿線市町により構成される団体により広域的な道路に関する要望活動を行い、整備促進を図りま
した。

道路橋りょう総務費

予算額(千円) 361

事業CD 440201
事業名 国・県道路事業推進事務事業

所管課 国・県事業推進室

会計

駅施設等維持管理費 31,399 20,162 千円

＜事業概要＞ 道路照明灯維持管理費 31,814 0 千円

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

滋賀県国道連絡会 26 26 千円

令和5年度 令和6年度 単位

＜事業概要＞ 国道8号（東近江区間）整備促進期成同盟会 50 50 千円

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

決算額(千円) 358

（前年決算 170

国庫支出金

13

国道及び県道の円滑な事業
推進を促進するために、道路
事業に関わる関係市町等と
の連携を密にし、国や県に対
して広域的な道路の要望を行
い、整備促進を図りました。

国道477号（近江八幡～大津間）整備促進期成同盟会 50 50 千円

名神名阪連絡道路整備促進期成同盟会 15 15 千円

　市内を通る国道、県道の整備促進に向け、関係機関に対して、継続して要望活動を実施する必
要があります。
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事業CD 440301
事業名 土木事務事業

所管課 土木課

会計 一般会計 決算書頁 176

5,055

国庫支出金

県支出金   

資料

土木費

道路橋りょう費 　事業を円滑かつ効率的に進めるために、各種手続きを行いました。
　土木積算システムについては、随時保守作業を実施し、不備なく稼動しました。

道路橋りょう総務費

予算額(千円) 5,022

決算額(千円) 4,960

（前年決算

　引き続き、迅速かつ正確な事務手続きに努めます。
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＜事業概要＞

積算システムの利用や研修
会への参加により、道路・橋
梁の整備に関して必要な事務
手続を正確かつ効率的に行
う。

国・県事業推進室

〇滋賀県国道連絡会（県下全１９市町）
　　５月２２日　令和６年度総会
　　８月２８日　近畿国道協議会総会・総決起大会【台風１０号の影響により中止】
　　９月　２日　近畿国道協議会総会【書面開催】
　　９月１３日　滋賀県国道連絡会要望活動（地元選出国会議員）【要望書の郵送対応】
　　９月１３日　近畿国道協議会要望活動（国土交通省・財務省）【要望書の郵送対応】
　１１月２６日　近畿国道協議会意見交換会及び要望活動（国土交通省・財務省）

〇国道８号（東近江区間）整備促進期成同盟会（近江八幡市、東近江市、竜王町、
　　野洲市）
　　５月１０日　令和６年度総会【愛荘町脱会】
　　７月３１日　要望活動（滋賀国道事務所）
　　８月　２日　要望活動（近畿地方整備局）
　　８月　７日　要望活動（国土交通省、財務省、地元選出国会議員）
　
〇国道４７７号（近江八幡～大津間）整備促進期成同盟会（大津市、守山市、野洲市、
　　近江八幡市）
　　５月２９日　令和６年度総会
　　７月２５日　要望活動（近畿地方整備局）
　　８月　５日　要望活動（滋賀県、滋賀県道路公社）

〇名神名阪連絡道路整備促進期成同盟会 （伊賀市、甲賀市、東近江市、日野町、
　　近江八幡市、名張市、湖南市、竜王町）
　　５月２０日　令和６年度総会
　　６月１１日　第１回勉強会
　１０月２４日　第２回勉強会
　　※要望行動は、政府等関係機関に対して会長、副会長等にて実施（７月～１２月）

事業CD 440201 事業名 国・県道路事業推進事務事業 所管課

８／７ 国土交通省 小鑓国土交通大臣

政務官面談

７／２５ 近畿地方整備局 長谷川局長面談
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事業CD 441101
事業名 市道維持補修事業

所管課 土木課

会計

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

決算額(千円) 162,845

（前年決算 138,319

国庫支出金

一般会計 決算書頁 176 資料

土木費

道路橋りょう費 　市道総延長564㎞について、道路利用者が安全で快適に利用していただくため、道路を常時良好
な状態を保つ必要があります。日常巡回は道路パトロール班により実施し、道路の異常や損傷等
の危険要因を早期に発見し修繕対応しました。また市民や道路緊急ダイヤル等からの通報等を受
ける中においてもその対応を実施しました。
　また、道路除草や街路樹の剪定については繁茂期や落葉期を勘案し計画的に行い見通しを確保
するなど安全な通行の確保に努めました。
　道路側溝などの排水構造物や道路付属施設についても老朽化に伴う修繕を実施しました（214
件）。

道路橋りょう維持費

予算額(千円) 167,125

近江八幡市道の管理・維持補
修を行う。

舗装修繕 61,060（11件） 56,724(28件) 千円

　路面舗装や排水構造物の老朽化に伴う修繕必要箇所については、年々増加していることと物価
高等による修繕費用の高騰により必要予算額が増化しています。また、市民等の苦情や要望が高
度化しており対応が困難となる場合がありますが、市民への説明力を高め、理解・協力を得る努力
を図ります。

植栽管理・清掃委託 29,860（53件） 36,753(64件) 千円

＜事業概要＞ 地元要望緊急修繕 30,030(117件) 47,890(185件) 千円

土木費

道路橋りょう費 　近江八幡駅北口エスカレータ改修工事、近江八幡駅北口近江鉄道エレベータ修繕工事、近江八
幡駅自由通路屋根樋修繕、近江八幡駅南口区画線修繕、安土駅南口駅前広場照明灯修繕等を
実施しました。道路橋りょう維持費

予算額(千円) 58,949

決算額(千円) 58,166

（前年決算 －

土木課

会計 一般会計 決算書頁 178 資料
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事業CD 441201
事業名 施設維持補修事業

所管課

＜事業概要＞

JR3駅（近江八幡駅、篠原駅、
安土駅）の市所管部（自由通
路、駅前広場等）維持補修を
行う。

令和6年度 単位

施設修繕 0（0件） 54,273(15件) 千円

国庫支出金

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度

　引き続き、迅速かつ適切な修繕工事等に努めます。

16



無

款 08 ＜成果・実績＞

項 02

目 03

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 08 ＜成果・実績＞

項 02

目 03

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

一般会計 決算書頁 178 資料

土木費

道路橋りょう費 　平成２４年度から、市教育委員会・交通安全関連部署・土木関連部署・その他関係者（自治会・小
学校関係者）と共に実施している通学路の合同点検を令和６年度も実施しました。
　事業としては、社会資本整備総合交付金事業として取り組み、令和５年度からの繰越事業費
17,995千円と令和６年度事業費87,437千円で、通学路の歩道設置や側溝有蓋化による路肩拡幅を
実施し、安全な歩行空間を確保しました。なお、予算の内48,826千円は、令和７年度へ繰越しまし
た。

道路橋りょう新設改良費

予算額(千円) 98,626

事業CD 750104
事業名 通学路特化計画推進事業

所管課 土木課

会計

通学路対策事業 2 3 路線

＜事業概要＞

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

決算額(千円) 49,734

（前年決算 51,881

国庫支出金

事業CD 750106
事業名 地域住民連携型交通安全対策整備事業

所管課 土木課

会計 一般会計 決算書頁 178

通学路における交通安全の
確保を目的として、「通学路安
全プログラム」に基づき、社会
資本整備総合交付金を活用
して、必要な交通安全対策を
行う。

　関係機関との連絡を密に行い、毎年実施している通学路の合同点検結果を踏まえて、安全な通
学路の確保に努めます。また、補正予算等、国土交通省の動向を注視し、財政負担の軽減を図り
ます。
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令和5年度 令和6年度 単位

14区地区交通安全対策事業 1 1 路線

106,147

国庫支出金

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

土木費

道路橋りょう費 　地域住民代表者、警察、教育関係者、道路管理者等による協議会を行い、新たに武佐地区の交
通安全対策事業の合意形成を図りました。
　事業としては、令和５年度からの繰越事業費13,976千円と令和６年度事業費133,609千円で、側
溝有蓋化による路肩拡幅工事、連絡道路工事など、交通安全対策事業を実施しました。なお、予
算の内231,393千円は、令和７年度へ繰越しました。

道路橋りょう新設改良費

予算額(千円) 379,091

決算額(千円) 147,592

（前年決算

　関係機関との連絡を密に行い、事中評価も行いながら、必要な交通安全対策の実施に努めま
す。また、補正予算等、国土交通省の動向を注視し、財政負担の軽減を図ります。
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＜事業概要＞ 武佐地区交通安全対策事業 1 2 路線

地元住民の代表者、警察、教
育関係者、道路管理者等によ
る交通安全対策整備の合意
に基づき、国土交通省所管補
助金を活用して、必要な交通
安全対策を行う。



無

款 08 ＜成果・実績＞

項 02

目 03

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 08 ＜成果・実績＞

項 02

目 03

）

※主な特定財源

①

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 750107
事業名 踏切道改良事業

所管課 土木課

会計

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

決算額(千円) 14,850

（前年決算 15,086

国庫支出金

一般会計 決算書頁 178 資料

土木費

道路橋りょう費 　近江八幡市と近江鉄道株式会社が提出した地方踏切道改良計画書に基づき、事業着手しまし
た。
　令和６年度の成果は、令和５年度からの繰越事業費10,000千円と令和６年度事業費5,000千円に
て、踏切道拡幅詳細設計を実施しました。なお、予算の内252千円は、令和７年度へ繰越しました。

道路橋りょう新設改良費

予算額(千円) 15,212

近江八幡街道踏切道を通行
されるすべての歩行者が安心
して通行できる歩行空間の確
保を目的とし、国土交通省所
管補助金を活用して歩道の整
備・改良を行う。

　関係機関との連絡を密に行い、安全な踏切道の確保に努めます。また、補正予算等、国土交通
省の動向を注視し、財政負担の軽減を図ります。
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近江八幡街道踏切道事業 1 1 路線

＜事業概要＞

0

国庫支出金

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

土木費

道路橋りょう費 　馬淵若宮線、野田東中線の2路線について舗装修繕工事を実施しました。

道路橋りょう新設改良費

予算額(千円) 32,243

決算額(千円) 26,373

（前年決算

事業CD 750301
事業名 道路・照明灯長寿命化修繕事業

所管課 土木課

会計 一般会計 決算書頁 178

＜事業概要＞

道路施設の点検・修繕につい
て、国の交付金（社会資本整
備総合交付金）を活用し行う。

令和5年度 令和6年度 単位

道路修繕工事 0（0件） 26,374(3件) 千円

　社会資本整備交付金事業として取り組んでいる舗装修繕工事は、交付金の内示率が低く思うよ
うな事業進捗が図れない状況です。
　国の動向を注視しつつ財政負担の軽減を図ります。
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無

款 08 ＜成果・実績＞

項 02

目 03

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 08 ＜成果・実績＞

項 02

目 03

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

一般会計 決算書頁 178 資料

土木費

道路橋りょう費 　橋梁維持管理において、従来の対処療法型の場合橋梁の大規模修繕や架け替えに要する費用
が増大することが懸念されることから、損傷が大きくなる前に修繕を行う予防保全型対策へ転換
し、橋梁の長寿命化を図りました。
　令和6年度については橋梁長寿命化計画に基づき橋梁点検（68橋）、橋梁長寿命化修繕設計（1
橋）、橋梁長寿命化修繕工事（1橋）を実施しました。

道路橋りょう新設改良費

予算額(千円) 72,634

事業CD 750302
事業名 橋梁・トンネル長寿命化修繕事業

所管課 土木課

会計

橋梁点検 18,412（54橋） 20,848(72橋) 千円

＜事業概要＞ 橋梁長寿命化修繕工事 0（0件） 4,486（1橋） 千円

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

決算額(千円) 33,612

（前年決算 18,426

国庫支出金

事業CD 751101
事業名 単独市道改良事業

所管課 土木課

会計 一般会計 決算書頁 178

道路橋長寿命化修繕計画に
基づく計画的な修繕や予防保
全措置を国土交通省所管補
助金を活用し行う。

橋梁長寿命化修繕設計 0（0件） 8,278（1橋） 千円

　5年に一度の道路橋法定点検を継続し、各橋梁の健全度を把握しながら健全度の高いものを優
先に長寿命化修繕工事を実施します。
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道路改良工事 12 9 路線

90,846

国庫支出金

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

土木費

道路橋りょう費 　自治会要望等の中から緊急性や必要性、投資効果等を勘案のうえ、側溝改良や道路整備などの
道路改良計画を立案し、要望される自治会によって要望内容や整備の規模に差異がありますが、
公平公正な判断で実施しました。道路橋りょう新設改良費

予算額(千円) 244,873

決算額(千円) 177,887

（前年決算

＜事業概要＞ 道路改良設計委託 2 1 路線

地元自治会等からの要望内
容について、精査を行い、地
域の道路環境面での安全性
及び利便性の向上を目的と
し、道路改良工事等を行う。

　本事業は主に地域住民、自治会等からの要望を受けて実施していますが、毎年多くの要望が寄
せられており、全ての要望に対応できていない状況です。今後も要望内容等を十分に精査した上
で優先順位を付け、計画的に実施します。
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令和5年度 令和6年度 単位



無

款 08 ＜成果・実績＞

項 02

目 03

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 08 ＜成果・実績＞

項 02

目 03

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

57,037

（前年決算 60,768

国庫支出金

県支出金   

決算書頁 178 資料

土木費

道路橋りょう費 　公園へのアクセス道路整備については、県道大房東横関線までの約180mの施工を行い、令和6
年度をもって予定していた事業が完了しました。

道路橋りょう新設改良費

予算額(千円)

事業CD 751501
事業名 竹町都市公園アクセス道路整備事業

所管課 都市計画課

会計 一般会計

57,097

決算額(千円)

＜事業概要＞

健康ふれあい公園利用者の
安全性と利便性の確保と馬淵
小学校区・八幡東中学校区の
通学路及び災害時の第３次
緊急輸送道路の機能を持っ
たアクセス道路の整備を進め
ました。

事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

道路整備工事 210 180 m

一般会計 決算書頁 178 資料

土木費

道路橋りょう費 　県施行の道路改築事業について、各事業の早期実現に向け、県や地元自治会、地元協議会、関
係機関等と協議、調整を行いながら、継続して事業を推進しました。

道路橋りょう新設改良費

予算額(千円) 15,111

今後は市道として適正に維持管理をしてくことになります。
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事業CD 751601
事業名 県施行道路整備事業負担金

所管課 国・県事業推進室

会計

県施行道路整備事業負担金 19,985 15,111 千円

＜事業概要＞

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

決算額(千円) 15,111

（前年決算 －

国庫支出金

国道及び県道の円滑な事業
推進を促進するために、県が
施行される道路改築事業に
伴う負担金を支出しました。

　当該事業は県事業であるため、県予算によって事業の進捗が左右されることが課題です。
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無

款 08 ＜成果・実績＞

項 03

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

有

款 08 ＜成果・実績＞

項 03

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 450101
事業名 河川事務事業

所管課 土木課

会計

県支出金   

決算額(千円) 837

（前年決算 924

国庫支出金

一般会計 決算書頁 180 資料

土木費

河川費 　事業を円滑かつ効率的に進めるために、各種手続を行いました。
　　令和６年度においては、滋賀県河港・砂防協会主催による研修会が開催されました。
　また、滋賀県建設技術センターの開催する各種研修への助成がなされ、研修会参加促進による
知識の習得や技術の向上を図ることができました。

河川総務費

予算額(千円) 847

事業CD 450201
事業名 国・県河川事業推進事務事業

所管課 国・県事業推進室

会計 一般会計 決算書頁 180

河川や砂防の整備に関する
必要な事務手続を正確かつ
効率的に行う。

　引き続き、迅速かつ正確な事務手続に努めます。
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＜事業概要＞

令和5年度 令和6年度 単位

日野川改修期成同盟会 339 339 千円

367

国庫支出金

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

土木費

河川費 　沿川市町により構成される団体により広域的な河川に関する要望活動を行い、整備促進を図りま
した。蛇砂川改修促進協議会については、繰越金の状況を鑑み、令和６年度も各構成市の負担金
はなしとなっています。河川総務費

予算額(千円) 473

決算額(千円) 472

（前年決算

　日野川及び蛇砂川の早期改修に向け、関係機関に対し、継続して要望活動を実施する必要があ
ります。
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＜事業概要＞ 蛇砂川改修促進協議会 0 0 千円

一級河川の円滑な事業推進
を促進するために、河川事業
に関わる関係市町等との連
携を密にし、国や県に対して
広域的な河川の要望を行い、
整備促進を図りました。



無

款 08 ＜成果・実績＞

項 03

目 01

）

※主な特定財源

①

②

＜課題、今後の取り組み＞

30,096

国庫支出金

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

土木費

河川費 　河川愛護実施団体（75団体）への補助金交付、水路等の清掃に伴う汚泥運搬の配車を行い、良
好な河川環境の保全及び水害防止を図るとともに、普通河川及び水路等の適正な維持管理に努
めました。河川総務費

予算額(千円) 41,149

決算額(千円) 39,985

（前年決算

事業CD 451101
事業名 河川管理事業

所管課 土木課

会計 一般会計 決算書頁 180

　地元住民による河川愛護活動や水路清掃については、少子化・高齢化が進んでいる地域ではそ
の活動が困難になりつつあるとの声が上がってきており、今後の課題と考えています。
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＜事業概要＞ 堆積物除去委託 2,081（6件） 2,100（10件） 千円

地元団体による河川愛護活
動に対する補助金事務、普通
河川等の維持管理を行う。

令和5年度 令和6年度 単位

河川愛護事業補助金 15,002（73件） 19,864（75件） 千円

事業CD 450201 事業名 国・県河川事業推進事務事業 所管課 国・県事業推進室

〇日野川改修期成同盟会
　（野洲市、竜王町、近江八幡市、東近江市、日野町）
　令和６年度においては、国土交通省、財務省、近畿地方整備局、地元選出国会議員及
び滋賀県に対し、早期改修に向けた要望活動を継続して行いました。
　令和６年３月に、県は更なる事業の進捗を図るため、東近江圏域河川整備計画の変更
認可を国から受け、整備実施区間を６．６ｋｍから７．５ｋｍに変更して事業を推進されまし
た。工事進捗状況は、桐原橋下流まで２０年確率での段階整備が完了し、JR橋梁の架替
工事を進められます。また、下流においては、河口から上流４．５ｋｍの区間が５０年確率
での整備が完了しており、引き続き仁保橋付近から桐原橋に向けて５０年確率での整備を
進められる予定です。

【令和６年度活動実績】
　５月１０日　令和６年度総会
　７月１２日　要望活動 (近畿地方整備局)
　７月１９日　要望活動 (滋賀県)
　８月　７日　要望活動（国土交通省、財務省、地元選出国会議員）

〇蛇砂川改修促進協議会（近江八幡市、東近江市）
　令和６年度においては、近畿地方整備局及び滋賀県に対し、早期改修に向けた要望活
動を継続して行いました。
　工事進捗状況は、令和４年度に一部通水された捷水路区間における市道西生来末広線
６号橋の橋梁工事が完了し、引き続きその上流の８号橋の橋梁工事を進められていま
す。

【令和６年度活動実績】
　５月２９日　令和６年度総会
　７月１２日　要望活動（近畿地方整備局）
　７月１９日　要望活動（滋賀県）

８／７ 財務省 進藤財務大臣

政務官面談

７／１９ 滋賀県 三日月知事面談
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事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

土木費

河川費 　自治会要望等の中から緊急性や必要性、投資効果等を勘案のうえ、水路改修などの河川改良計
画を立案し、要望される自治会によって要望内容や整備の規模に差異はありますが、公平公正な
判断で実施しました。河川改良費

予算額(千円) 44,000

決算額(千円) 41,782

（前年決算

事業CD 752101
事業名 河川改良整備事業

所管課 土木課

会計 一般会計 決算書頁 180

　本事業は主に地域住民、自治会等からの要望を受けて実施していますが、毎年多くの要望が寄
せられており、全ての要望に対応できていない状況です。今後も要望内容等を十分に精査した上
で優先順位を付け、計画的に実施します。
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＜事業概要＞ 水路改良設計委託 1 5 箇所

地元自治会等からの要望内
容について精査を行い、市民
生活の安全面及び住環境の
向上を目的とし、河川改修工
事等を行う。

令和5年度 令和6年度

土木費

河川費 　県施行の日野川広域河川改修事業に伴い支障となる集落墓地（竹町墓地及び東横関町墓地）に
ついて、引き続き地元墓地整備委員会や関係者等と協議を行いながら、県の公共補償を受け、墓
地移設整備事業を進めました。河川改良費

予算額(千円) 50,073

決算額(千円) 44,024

（前年決算 21,239

国・県事業推進室

会計 一般会計 決算書頁 180 資料

事業CD 752301
事業名 日野川改修事業

所管課

単位

水路改良工事 1 2 箇所

32,248

国庫支出金

県支出金   

＜事業概要＞ 東横関町墓地移設整備事業に伴う用地取得 － 1 筆

県が施行される日野川広域
河川改修事業の整備促進を
図るため、県の公共補償事業
として堤外地に存置する集落
墓地の移設整備事業を進め
ました。

令和6年度 単位

竹町墓地移設整備事業に伴う造成工事 － 1 件

国庫支出金

県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度

　竹町墓地について無事移設が完了したことから、東横関町墓地について地元墓地整備委員会や
関係者の協力を得ながら、引き続き墓地移設整備事業を進めます。
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　竹町墓地については、繰越事業として令和７年１月３１日に移設先墓地の造成工事が完了、令和７年３月２日に地元竹町におい
て竹町墓地開眼式、入仏法要が執り行われ、墓地移設が無事完了しました。
　東横関町墓地については、移設先墓地の用地買収が完了し、県と施工協定を締結した中で造成工事を進めました。

事業CD 752401
事業名 県施行急傾斜地崩壊対策事業負担金

所管課 国・県事業推進室

会計 一般会計 決算書頁

事業CD 752301 事業名 日野川改修事業 所管課 国・県事業推進室

事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

県施行急傾斜地崩壊対策事業負担金 11,800 7,282 千円

（前年決算 －

国庫支出金

県支出金   

180 資料

土木費

河川費 　県施行の急傾斜地崩壊対策事業について、地元自治会と共に要望を継続して行いました。
　沖島地区では高エネルギー吸収型崩壊土砂防護柵工が完了しました。また白王地区では高エネ
ルギー吸収型崩壊土砂防護柵工が継続して進められています。河川改良費

予算額(千円) 7,283

決算額(千円) 7,282

　当該事業は県事業であるため、県予算によって事業の進捗が左右されることが課題です。
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＜事業概要＞

急傾斜地の崩壊を未然に防
止し、安全安心な住環境を提
供するために、県が施行され
る急傾斜地崩壊対策事業に
伴う負担金を支出しました。

竹町墓地移設整備工事完了（空撮） 竹町墓地移設整備工事完了（近景）



有
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【都市計画審議会の開催状況】

第６５回

令和６年６月７日（金）

〇審議事項

１．近江八幡八日市都市計画地区計画案の作成について （国道８号友定町廣門活性化地区計画）

２．近江八幡八日市都市計画道路の変更について（意見聴取） （３・３・４　びわこ東部幹線）

第６６回

令和６年８月２９日（木）

〇審議事項

１．近江八幡八日市都市計画地区計画の決定について （国道８号友定町廣門活性化地区計画）

第６７回

令和７年３月２６日（水）

〇審議事項

１．近江八幡八日市都市計画地区計画変更案の作成について （商業機能交流拠点地区地区計画）

２．近江八幡八日市都市計画地区計画案の作成について （国道８号東川町明神川活性化地区計画）

事業CD 460101
事業名 都市計画事務事業

所管課 都市計画課

会計

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

決算額(千円) 8,285

（前年決算 4,147

国庫支出金

一般会計 決算書頁 180 資料

土木費

都市計画費 都市計画法に基づく都市計画決定、都市計画の制限、都市計画事業、その他都市計画に関する
事項について手続きを進め、本市の健全な発展と秩序ある整備を図りました。
　都市計画事務では、近江八幡八日市都市計画区域における区域区分の見直しが、令和８年３月
を目標に進められていることから、これまで目指すべき都市像や市民からの土地利用の方向性と
地域特性を考慮しながら、市街化区域への編入が相応しいと見込まれる区域について、都市計画
基礎調査の結果等を踏まえ、見直し区域の市素案を滋賀県に提出しました。
　また、本市の各所属において活用している統合型ＧＩＳの都市計画基本図等の修正を行ったこと
から、行政サービスの更なる向上を図ることができました。

都市計画総務費

予算額(千円) 8,332

事業CD 460101 事業名 都市計画事務事業 所管課 都市計画課

地域の特性を生かし、自然と
都市機能の調和した良好な
都市づくりを計画的に進める
ため、都市基盤の整備と秩序
ある土地利用を図りました。

②
窓口業務等の住民サービス向上及び庁内情報活用促進を目
的に都市計画基本図及び地形図の修正を行いました。 100 1,200 ha

 区域区分の見直しについて、提出しました素案を基に、今後、近畿地方整備局や農政局と協議を
進め、地域住民の理解を得ながら見直しを行えるよう進めす。また、区域区分の見直し完了後は、
県の区域マスタープランと整合を図りながら本市都市計画マスタープランの見直しを進めます。
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①
都市計画に関する事項を決定するため、法令に基づき、住民・
学識経験者・市議会議員などから構成される審議会の調査審
議を経て決定や変更を行いました。

2 3 回
＜事業概要＞
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1,168

国庫支出金

県支出金   

＜事業概要＞

資料

土木費

都市計画費 良好な景観形成を推進するため、風景づくり条例に基づき地域（風景ゾーン）ごとの特性を活かし
た風景計画（景観法に基づく景観計画）を運用するとともに、市全体で適正かつ整合のとれた景観
施策を展開し、風景ゾーンごとの特性を活かした風景づくりに取組み、市全域で適正かつ整合のと
れた風景づくりを推進しました。
　また、屋外広告物に関しては、市内パトロールを実施し、違反広告物や未申請広告物に対して訪
問を行い、適正なものとなるよう指導を行いました。
　近隣景観形成協定地区への修景対策事業補助として、1地区（駅前はんえい会）に対し補助を行
いました。
【風景づくり委員会開催状況及び議案】
第１回　令和６年１０月４日（金）　１．屋外広告物特別地域の範囲の変更について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．安土城跡における看板の設置について
【届出及び許可の状況】
　全市計画区域内における行為の届出件数　　　　　　　　２２件
　水郷風景計画区域内における行為の届出件数　　　　　１３件
　伝統的風景計画区域内における行為の届出件数　　　　４５件
　歴史文化風景計画区域内における行為の届出件数　　 ３６件
　地区計画区域内における行為の届出件数　　　　　　　　 ９４件
　屋外広告物許可件数　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　３３２件（１，０４９個）

都市計画総務費

予算額(千円) 901

決算額(千円) 892

（前年決算

事業CD 461101
事業名 風景づくり推進事業

所管課 都市計画課

会計 一般会計 決算書頁 182

　屋外広告条例を制定して５年経過することから、検証を行い、効果・課題に対して検討を進める必
要があります。また、風景づくりの本質的な目的を踏まえると、届出制の適用だけでは解決できな
い課題もあり、良質な風景の維持向上を図るためには、地域住民の意識の高まりや主体的な取り
組みが重要となります。
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事業CD 076101
事業名 都市公園維持管理事業

所管課 都市計画課

会計 一般会計

0 1 回

屋外広告物法等に伴う許可業務 230 332 箇所

良好な風景の維持向上を図
るため、景観法、風景づくり条
例及び屋外広告物条例に基
づいた魅力的な風景づくりに
取り組みました。

事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

風景計画及び屋外広告物に係る審議 1 1 回

近隣景観形成協定地区への修景対策事業補助

13,650

（前年決算 12,937

国庫支出金

県支出金   

決算書頁 182 資料

土木費

都市計画費 　市内の２２箇所の都市公園（運動公園、安土文芸の郷公園、健康ふれあい公園を除く）の草刈
り、清掃等の委託、高木の剪定や害虫予防、また施設の点検・修繕を行い、適正な維持管理に努
めました。加えて、市内２２箇所の都市公園の内、遊具が設置されている１５公園について、遊具の
定期点検を実施しました。
　なお、再整備工事中であった篠原公園と、再整備工事の準備中であった中村児童公園について
は、令和6年度の遊具点検を実施していません。

公園費

予算額(千円) 13,932

決算額(千円)

＜事業概要＞ 遊具の定期点検 17 15 箇所

誰もが気軽に安全に利用でき
る都市公園となるよう、定期
的な公園施設の点検・修繕、
また樹木の管理及び清掃・除
草等維持管理を行いました。

事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

地元自治会およびシルバー人材センターへの維持管理に関する委託契約 22 22 箇所

　都市公園の維持管理については、シルバー人材センターや地元自治会に管理委託を行っている
が、少子高齢化が進む地域や自治会活動への希薄化が進む地域では作業の実施に苦慮されて
いることもあり、今後の維持管理の方法が課題となっています。
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一般会計 決算書頁 182 資料

土木費

都市計画費 　策定した長寿命化計画に基づき、国の交付金を活用しながら篠原公園の遊具および園路等の施
設改修を実施しました。また、中村児童公園の再整備工事に着手し、令和７年度末完成を目指しま
す。加えて、中村児童公園のトイレおよび大型休憩所の実施設計を行いました。
　なお、予算の内、５６，７５６千円について、令和７年度へ繰越しました。

公園費

予算額(千円) 162,787

事業CD 754601
事業名 都市公園施設長寿命化整備事業

所管課 都市計画課

会計

長寿命化計画に基づく再整備工事（完成） 1 1 箇所

＜事業概要＞ 再整備に伴う実施設計 2 1 箇所

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

決算額(千円) 101,497

（前年決算 59,336

国庫支出金 1/2他

事業CD 076301
事業名 住宅施設維持管理事業

所管課 市営住宅課

会計 一般会計 決算書頁 182

公園施設の長寿命化計画に
基づき、国の交付金及びふる
さと応援基金を活用しながら、
既存都市公園の長寿命化を
図り「だれもが利用しやすい
安全で快適な公園づくり」を推
進しました。 　策定した長寿命化計画に基づき、国の交付金を活用しながら「だれもが利用しやすい安全で快適

な公園づくり」をめざして、遊具の更新ならびに公園施設の計画的な整備を進めるとともに、地域の
特色を活かした公園づくりを推進していきます。
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令和5年度 令和6年度 単位

市営住宅並びに付帯施設の修繕等に係る業務 263 272 件

93,153

国庫支出金

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

土木費

住宅費 中低層住宅において、施設の老朽化や入居者からの依頼による修繕対応のほか、浄化槽等の給
排水設備や電気設備の保守を行い、安全かつ良好な維持管理に努めました。

住宅総務費

予算額(千円) 103,037

決算額(千円) 101,172

（前年決算

入居者からの修繕対応や関連施設の維持・保守に努めているものの、中層住宅の建物全体に係
る給排水・電気設備等の老朽化がみられ、今後、それらの設備・施設の更新費用が必要となる可
能性があり、予防保全的な管理や改善を行います。
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＜事業概要＞

低所得の住宅困窮者に対し
て低廉な家賃住宅を供給する
とともに、市営住宅を良好な
状況に保つための維持管理
を行いました。

篠原公園



無

款 08 ＜成果・実績＞

項 05

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 08 ＜成果・実績＞

項 05

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 076302
事業名 改良住宅維持管理事業

所管課 市営住宅課

会計

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

決算額(千円) 25,603

（前年決算 27,352

国庫支出金

一般会計 決算書頁 182 資料

土木費

住宅費 改良住宅（２戸1・４３３戸）の居住者にとって住みよい住居となるために、施設の老朽化や自然災害
（台風）等による修繕等や入居者から寄せられる修繕依頼の対応により安全かつ良好な状態の維
持管理に努めました。住宅総務費

予算額(千円) 25,725

改良住宅（２戸１）を良好な状
態に保つため、維持管理を行
いました。

改良住宅（２戸１）の修繕件数は減少していますが、今後、老朽化により修繕費用の増加が見込ま
れるため、今後も安全かつ良好な住宅の維持管理を行う必要があります。
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改良住宅の修繕の実施 281 217 件

＜事業概要＞ 白蟻駆除の実施 5 3 件

4,754

国庫支出金

県支出金   

資料

土木費

住宅費 住宅管理システムにより、入居や収納の状況を把握し、住宅使用料等の債権整理を行い、催告書
の発送、架電・訪宅等により納付の強化に努めました。住宅使用料（現年）のR６年度収納率は
91.83％で、過去30年間では最も高い収納率となりました。
 
市営住宅（現年）収納状況
　 年度       令和5年度             令和6年度
　調定額     146,529,350円       138,994,000円
　収納額     13１,691,470円　　　127,635,660円
　収納率　　　   89.87%    　　　　　　91.83%

住宅総務費

予算額(千円) 5,866

決算額(千円) 4,945

（前年決算

事業CD 470101
事業名 住宅管理事務事業

所管課 市営住宅課

会計 一般会計 決算書頁 184

＜事業概要＞

市営住宅を良好な状態に保
つとともに、住宅困窮者に対
して、低廉な家賃の市営住宅
への入居機会を提供するた
め、適正な管理運営を行いま
した。

市営住宅への不正入居や同居等の申告漏れの是正に努めます。現年収納だけでなく、住宅使用
料等の滞納額の削減にも取り組んでおり、悪質滞納者に対しては、部屋の明け渡し等、法的な対
策を積極的に行っていきます。
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無

款 08 ＜成果・実績＞

項 05

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

④

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 08 ＜成果・実績＞

項 05

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 471101
事業名 民間建築物耐震対策事業

所管課 建築課

会計 一般会計 決算書頁 184

令和5年度 令和6年度 単位

木造住宅耐震診断員派遣事業 28 28 棟

8,497

国庫支出金

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

土木費

住宅費 【財政的支援】
・住宅の耐震診断費に対する補助として無料の耐震診断員派遣事業を実施しました。
・住宅の耐震改修費に対する一部補助を実施しました。
・危険なブロック塀の解体工事に対する一部補助を実施しました。
【普及啓発等】
・無料の耐震診断・補強案作成事業についてのチラシを固定資産税納税通知書に同封し、木造住
宅の耐震化促進に向けた啓発を行いました。
・昭和56年以前建築の木造住宅が密集する団地を戸別訪問し、耐震化への啓発及び補助制度の
説明など、直接的な啓発活動を行いました。
・専門家を招いて耐震セミナーを開催し、震災から命を守るために何をすべきかという災害への備
えについての講演やパネルディスカッションを行いました。

住宅総務費

予算額(千円) 13,020

決算額(千円) 11,869

（前年決算

事業CD 755102
事業名 市営住宅ストック総合改善事業

所管課 市営住宅課

会計 一般会計 決算書頁 184

ブロック塀等耐震対策事業 7 6 件

・広報誌掲載やブース展示のほか、自治会への耐震出前講座や耐震セミナーを実施するなど様々
な手法による耐震化への啓発活動を行います。
・市内の建築物の更なる耐震化率の向上に向けて、近江八幡市既存建築物耐震改修促進計画の
見直しを行い、実効性のある計画を策定すると共に、新たな補助制度の創設を検討していきます。
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＜事業概要＞ 木造住宅耐震補強案作成事業 30 33 棟

安全安心なまちづくりを推進
するために、木造住宅を中心
に耐震診断員派遣事業や耐
震改修事業等補助事業など
の耐震対策事業を実施しまし
た。

木造住宅耐震改修工事補助事業 4 7 棟

令和5年度 令和6年度 単位

外壁改修工事設計業務委託 1 2 件

66,066

国庫支出金 12308

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

土木費

住宅費 公営住宅の長期的な維持管理のため、市営住宅長寿命化計画に基づき計画的な改修工事を行い
ました。

R６年度　実施内容
・設計業務委託       吉ヶ藪団地　屋根・外壁改修工事設計業務委託
　　　　　　　　　　　 　 岩倉団地（さざんか・集会所）屋根・外壁改修工事設計業務委託 時点修正
・監理業務委託　　　 岩倉団地（ひまわり・りんどう）屋根・外壁改修工事監理業務委託
・工　　　　　　事　　　岩倉団地（ひまわり・りんどう）屋根・外壁改修工事

住宅総務費

予算額(千円) 30,704

決算額(千円) 28,374

（前年決算

市営住宅長寿命化計画に基づき、計画的な改修工事を行います。
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＜事業概要＞ 外壁改修工事監理業務委託 1 1 件

公営住宅を長期的に維持管
理していくため、市営住宅長
寿命化計画に基づき計画的
に改修工事を行いました。

外壁改修工事 1 1 件



無

款 08 ＜成果・実績＞

項 05

目 02

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 08 ＜成果・実績＞

項 05

目 02

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 470201
事業名 住宅新築資金等貸付事業

所管課 市営住宅課

会計

県支出金   171 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

決算額(千円) 156

（前年決算 51

国庫支出金

一般会計 決算書頁 184 資料

土木費

住宅費 貸付の相手方に対し定期的な償還を促進し、確実に回収することで歳入の確保を図りました。

住宅地区改良事業費

予算額(千円) 171

住宅新築資金等貸付金償還
事業により貸付を行った者の
償還金を滞りなく回収すること
で歳入の確保を図りました。

改修困難な一部の滞納物件に対しは、対象物件の競売等を積極的に検討します。
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口座振替・納付書分納 6 6 人

＜事業概要＞

30,086

国庫支出金

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

資料

土木費

住宅費   近江八幡市改良住宅（２戸１）譲渡基本方針に基づき、改良住宅（2戸１）の譲渡推進に取り組ん
でいます。入居者の方へは、平素から、修繕訪問時の機会をとらえて、譲渡案内を随時行いまし
た。
　また、中層の改良住宅の住民の方に対しても、空家募集案内を行いました。
　譲渡については、譲渡処分に係る分離工事等を実施し、４戸の譲渡を行いました。（うち１戸は、
空家募集による）
　これらの譲渡処分を促進し、地域において譲渡済の住宅が増加したことにより、近隣入居者の譲
渡への関心も高まり、地域の自立や活力の向上に寄与することができました。
 
　改良住宅譲渡件数　年度　　Ｒ１　　Ｒ２　　Ｒ３　　Ｒ４　　Ｒ５　　Ｒ６
　　　　　　　　　　　　　　件数　　７　　　７　　　５　　　８　　　　８　　　４

住宅地区改良事業費

予算額(千円) 29,218

決算額(千円) 25,651

（前年決算

事業CD 470301
事業名 改良住宅譲渡推進事業

所管課 市営住宅課

会計 一般会計 決算書頁 184

＜事業概要＞ 譲渡する改良住宅について不動産鑑定を実施 8 8 戸

改良住宅の持家化を推進し、
良好な住環境づくりに努める
ため、住宅地区改良事業等に
より建設した改良住宅（２戸
１）を入居者へ譲渡しました。

改良住宅の分離工事の実施 5 5 棟

令和5年度 令和6年度 単位

新規入居者募集のための空家改修工事の実施 2 3 戸

入居者の内、高齢者で承継者もない方については、従来のまま家賃で住みたいという要望が強く、
今後改良住宅が耐用年数を迎え、老朽化していく中で、改良住宅譲渡のあり方や取扱いについて
検討していく必要があります。

41



無

款 08 ＜成果・実績＞

項 05

目 02

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

一般会計 決算書頁 186 資料

土木費

住宅費 　　改良住宅基金は改良住宅（２戸１）の譲渡代金を基金に積み立て、その財源で空家改修工事・
２戸１分離工事を実施しています。

　令和５年度末基金残高　　　　　　　　 　９４，０５５，９０１円①
  基金積立金額　(譲渡収入等）　　　 　　１５，２９９，１０９円②
　基金取崩額　（空家改修・分離工事） 　１８，８６７，２００円③
　令和６年度末基金残高　 　　　　　　　　９０，４８７，８１０円④　（①＋②−③＝④）

住宅地区改良事業費

予算額(千円) 18,239

事業CD 960123
事業名 改良住宅基金積立金

所管課 市営住宅課

会計

改良住宅（２戸１）の譲渡代金
を積立て、改良住宅の修繕、
空家改修および分離工事、そ
の他設計業務委託等に充当
しました。

今後も改良住宅（２戸１）入居者への譲渡を推進してまいります。また改良住宅（２戸１）入居者の高
齢化を踏まえ、譲渡方法の見直しを行う必要があります。
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県支出金   

＜事業概要＞

決算額(千円) 15,299

（前年決算 19,786

国庫支出金


